
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
所定の選択性を有するアンテナ素子と、無線送受信回路部と、波形整形回路と、を含む腕
装着型無線機において、
前記無線送受信回路部は、局部発振回路と周波数変換回路とを備え、
前記周波数変換回路は、前記局部発振回路の出力信号を用いて送受信信号を直接変換方式
により周波数変換させており、
前記局部発振回路は、表面弾性波素子からなる局部発振素子と、周波数が高くなると利得
が低下する領域で使用され、該局部発振素子の発振信号を帰還増幅して前記送受信信号の
周波数とほぼ一致する周波数を有する前記出力信号として出力する帰還増幅手段と、前記
出力信号を前記周波数変換回路に伝達する結合コンデンサと、を有し、
前記アンテナ素子の長さは、前記無線送受信回路部の容量成分と共働して、受信周波数の
成分を選択的に通過させるのに十分な共振カーブ特性を有すべく設定されており、
前記無線送受信回路部及び前記波形整形回路への電源供給を制御する電源制御回路と、
前記電源制御回路により、信号受信している時間に限り前記無線送受信回路部及び前記波
形整形回路へ電源を供給させる制御部と、を備えた、
ことを特徴とする腕装着型無線機器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
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本発明は腕装着型無線機の特に局部発振回路に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来から、小型携帯無線機の局部発振回路に用いる共振素子としては、固定周波数の場合
は、水晶振動子、複数周波数の場合は、ＰＬＬ（Ｐｈａｓｅ　Ｌｏｃｋ　Ｌｏｏｐ）を使
用したＶＣＯ（電圧制御発振器）が用いられている。双方とも高安定の発振特性がえられ
、多用されている。
【０００３】
腕装着型無線機においても、固定周波数で使用される選択呼び出し受信機が製品化されて
いる。これらの局部発振回路に用いられる共振素子は、水晶振動子である。
【０００４】
また、表面弾性波素子（ＳＡＷデバイス）はＲＦフィルタなど、狭帯域で不要信号を減衰
させるための素子として広く使用されている。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
水晶振動子を用いた局部発振回路の発振周波数は、水晶の基本振動モードと低消費電力化
の関係などから、３～５次オーバトーン振動が一般に用いられ、この周波数が基本周波数
となり、これを回路で逓倍化し、目的の出力信号を得ている。
【０００６】
このため、逓倍回路部での不要な発振信号が発生する。不要発振は、受信機に対するスプ
リアス妨害（不要信号妨害）となって現れ、無線機の特性を悪化させてしまう恐れがある
。
【０００７】
従来から、これらの不要発振は、狭帯域のバンドパスフィルタで抑圧していたが、無線機
の小型化によるスペース的な制約により、フィルタなどの大型部品が入らなくなってきて
おり、スプリアス特性は犠牲にされてきたという問題点があった。
【０００８】
一方で、ＳＡＷデバイスはその狭帯域性を利用して、共振子として使用される可能性があ
る。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
上記課題を解決するため、本発明の腕装着型無線機は、所定の選択性を有するアンテナ素
子と、無線送受信回路部とを含み。前記無線送受信回路部は、局部発振回路と周波数変換
回路とを備え、前記周波数変換回路は、前記局部発振回路の出力信号を用いて送受信信号
を直接変換方式により周波数変換させており、前記局部発振回路は、表面弾性波素子から
なる局部発振素子と、周波数が高くなると利得が低下する領域で使用され、該局部発振素
子の発振信号を帰還増幅して前記送受信信号の周波数とほぼ一致する周波数を有する前記
出力信号として出力する帰還増幅手段と、端子部を介して前記出力信号を前記周波数変換
回路に伝達する結合コンデンサと、を有し、前記アンテナ素子の長さは、前記無線送受信
回路部の容量成分と共働して、受信周波数の成分を選択的に通過させるのに十分な共振カ
ーブ特性を有すべく設定されており、
前記無線送受信回路部及び前記波形整形回路への電源供給を制御する電源制御回路と、
信号受信している時間に限り前記無線送受信回路部及び前記波形整形回路へ前記電源制御
回路に電源を供給させる制御部と、を備えた、ことを特徴とする。
【００１２】
本発明は、腕装着型無線機のような超小型の無線機においても、スプリアス妨害特性を飛
躍的に改善する回路構成を提供するものである。
【００１３】
【実施例】
以下、実施例により本発明の詳細を示す。
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【００１４】
図１は、本発明の腕装着型無線機の局部発振回路部を示す回路図である。表面弾性波素子
（ＳＡＷ共振子）１は、本発明の特徴的な部分である。ＳＡＷ共振子は、従来の水晶振動
子に比較して、数百ＭＨｚにおいてリアクタンス分がインダクティブでかつゼロ近傍にな
り、付近での損失が非常に小さいという特徴がある。さらに、高Ｑであり局部発振素子と
して用いることができる。
【００１５】
図１において、可変コンデンサ２は発振周波数を調整するための素子である。本回路は、
コルピッツ型発振回路であるが、コンデンサ４、５、７は、共振回路を構成するために信
号に帰還をかけるための素子である。トランジスタ３は、帰還信号を増幅させるための素
子である。抵抗６、８、９はトランジスタ３にバイアスを印加させるための素子である。
端子１４は、直流電圧を印加する端子である。コンデンサ１２は、出力信号を混合回路１
６に伝達するための結合コンデンサである。端子１３は、混合回路１６に接続する端子で
ある。トランジスタ３の非線形性を利用した逓倍発振方式を利用しないので、素子数を減
らすことができる。図２に従来の水晶振動子を用いた局部発振回路を示すが、これと比較
するとその差がはっきりわかる。図２において、インダクタが、３個存在するがこれらを
総て省略することができる。インダクタは、いわゆるコイルであり、他の素子に比べその
体積が大きく装置の小型化をむずかしくしているが、これらを省略できることは小型化に
非常に有利である。図２のインダクタ１０、２２とコンデンサ１１、２３がそれぞれ構成
する共振回路２５、２６は、逓倍出力信号のうち、混合回路において使用する出力信号を
抜き出すバンドパスフィルタである。例えば、基本発振周波数が９０ＭＨｚとすると、逓
倍出力は、これの整数倍の周波数が総て現れる。実際には、トランジスタ３の周波数特性
により整数が大きい周波数ほど出力レベルは小さくなる。混合回路にて必要な出力を２７
０ＭＨｚとすると、基本発振の３倍、即ち３次逓倍の出力だけをフィルタで抜き出すこと
になる。一般に出力が高周波になるにつれ、インダクタ１０、２２のＱが低下するので、
フィルタの次数を多段として選択性を高めている。しかし、次数が高くなることはそれだ
け素子数が多くなることを意味し、損失の増加も考慮しなければならない。装置の小型化
においても不利である。一方、次数が小さいと不要な逓倍発振出力が減衰しにくいため、
混合回路に多くの逓倍出力が入る。これが、スプリアス妨害の原因となる。
【００１６】
図３に、本発明の局部発振回路のスプリアス妨害発生図を、図４に、従来の局部発振回路
のスプリアス妨害発生図を示す。本発明の局部発振回路による逓倍出力は、２７０ＭＨｚ
が基本発振出力３１となり、２次逓倍出力３２は５４０ＭＨｚとなる。これが、本発明の
局部発振回路特徴である。また、図示していないが、受信機の受信する回線周波数は、２
７０ＭＨｚの近傍にある。妨害レベル３３は出力３１近傍に発生するが、これらはスーパ
ーヘテロダイン受信機の場合、周波数変換後に中間周波数そのものに落ち込んでくる妨害
は、急峻なＲＦフィルタで、また、回線周波数から数１０ＫＨｚ離れている妨害は、周波
数変換後の中間周波数フィルタで減衰させることになる。
【００１７】
近年は、直接変換方式が開発されており、これは、回線周波数を直接ベースバンド信号に
変換するもので、中間周波数が無い。また局部発振信号は回線周波数とほぼ一致している
ため、先に述べた中間周波数に落ち込む妨害はスーパーヘテロダイン方式に比べると大幅
に減る。一部残る妨害は、局部発振回路からの不要逓倍出力に一致したものだけになる。
この方式の場合、前述の不要逓倍出力が全く無ければ、スプリアス妨害はＲＦフィルタな
しでも飛躍的に改善されるわけである。
【００１８】
図３において、２次逓倍出力３２があるがそのレベルは小さく、トランジスタ３の周波数
特性が一般には周波数が高くなると利得が低下する領域で使用しているため、妨害を殆ど
受けない。また、バンドパスフィルタ特性３０を加味すればさらに耐妨害特性が向上する
。バンドパスフィルタは図２でいう共振回路２５、２６をいう。
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【００１９】
図４において、従来の水晶発振回路では、２７０ＭＨｚは、３次逓倍出力４１となり、こ
れが混合回路にて使用されるが、その他の不要逓倍出力４２も混合回路に入る。バンドパ
スフィルタ特性３０を図３と同じとすると、特に２、４次逓倍出力の減衰が不足し、スプ
リアス妨害レベル４３が現われる。その耐妨害比は４０ｄＢしかない。スプリアス妨害特
性は、アンテナからの外来妨害のレベルでも決まるので、従来は、アンテナの選択性やＲ
Ｆフィルタで、レベル４３を減衰させていた。しかし、さらなる装置の小型化により、Ｒ
Ｆフィルタを挿入する余地が減り、またアンテナの選択性も大きくはないのが現状である
。
【００２０】
本発明を利用することにより、直接変換方式を使用した無線機には、ＲＦフィルタ、ある
いはインダクタなどの大型部品を省略でき、小型化をさらに進めることができる。これは
腕装着型無線機にとって大きな利点を有するものである。
【００２１】
図５は、本発明の腕装着型無線機のＲＦ回路部ブロック図である。アンテナ５０で受信し
た信号を高周波増幅回路５１で増幅し、混合回路５２で局部発振回路５３からの必要な逓
倍出力信号と混合され、ＩＦ信号に変換する。中間周波フィルタ５４は、受信周波数近傍
のチャンネル選択度特性を向上させるためのものである。そして、端子５５以降に、検波
回路やデータデコーダ回路が続く。詳しくは、図７で説明する。
【００２２】
従来は、スプリアス妨害特性を向上させるため、高周波増幅回路５１の次にＲＦフィルタ
が挿入されていた。しかし、本発明の局部発振回路を使用すれば、ＲＦフィルタを省略で
きる。特に、直接変換方式を使用した無線機は、スプリアス妨害の一つである、イメージ
妨害が原理的に発生しないため、非常に有効である。
【００２３】
図６に、本発明の腕装着型無線機の外観図を示す。腕に取り付けるために尾錠金具６１を
用い、バンド長さを変えるための位置決め棒６２が、穴部６３に差し込まれている。余っ
たバンドは、バンド留め６５で留められている。本体６６には表示部６７とボタンスイッ
チ６８があり、受信情報や時刻情報を確認したり変更することができる。この形態は、普
通の腕時計にも用いられている。バンド６４ａ、ｂの内部には、アンテナが組み込まれて
おり回線周波数を受信する。
【００２４】
図７は本発明の腕装着型無線機の回路ブロック図である。本実施例の無線機は、先に説明
したアンテナ１０１と、送受信無線部１０２と、波形整形回路１０３が備えられている。
また、上記の無線部１０２と波形整形回路１０３への電源供給を制御する電源制御回路１
０４と、この回路１０４を制御する制御部１０５が備えられている。本実施例の無線機は
さらに、この制御部１０５にて比較される固有呼出番号が記載されているＰ－ＲＯＭ（プ
ログラマブル、リードオンリーメモリ）１０６と、固定呼出番号に付随する伝達情報が記
載されるＲＡＭ（ランダムアクセスメモリ）１０９と、情報が表示されるＬＣＤ（液晶表
示器）１１２を制御するＬＣＤ駆動回路１１０と、この駆動回路１１０の制御に使用され
るクロック信号が発振される発振回路１１１とが設置されている。そして、電源制御回路
１０４、制御部１０５、ＲＡＭ１０９、ＬＣＤ駆動回路１１０及び発振回路１１１により
、メッセージ処理部１１４が構成されている。このメッセージ処理部１１４で処理された
メッセージを表示するＬＣＤ１１２と、メッセージの記憶されていることを伝達するため
の警報駆動回路１０７およびブザー、ＬＥＤ或はバイブレーターなどの警報装置１０８が
設置されている。そして、この無線機を操作するための外部操作部１１３が設けられてい
る。
【００２５】
このような構成において、所定の回線周波数で送信されている信号は、アンテナ１０１を
介し、無線部１０２で復調される。そして、波形整形回路１０３で矩形波に変換される。
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この無線部１０２と、波形整形回路１０３に対しては、電源制御回路１０４により制御部
１０５の制御に基づき、信号を受信している時間に限り電源が供給される。
【００２６】
制御部１０５は、上記の電源供給を管理するためのバッテリーセイビングタイミング信号
を発生し、電源供給回路１０４を制御すると共に、受信信号とのビット同期、フレーム同
期を行う。さらに、Ｐ－ＲＯＭ１０６に記録されている固有呼出番号と、波形整形回路１
０３から供給される矩形波化された受信信号との比較が誤り制御付きで行われ、記憶され
ている固有呼出番号が、呼び出されたか否かの判定が行われる。また、水晶などの基準信
号源である発振回路１１１からの信号を計測する計測機能も有している。
【００２７】
そして、呼出が確認されると、固有呼出番号に続きメッセージデータが受信され、ＲＡＭ
１０９に記憶される。そして、警報駆動回路１０７を介して、警報装置１０８により、使
用者に呼出があったことを知らせる。ＲＡＭ１０９に記憶されているメッセージは、スイ
ッチ類から成る外部操作部１１３を操作することにより、制御部１０５を介してＬＣＤ駆
動回路１１０に送られ、ＬＣＤ１１２によって表示される。このＬＣＤ駆動回路１１０に
は発振回路１１１からのクロック信号が送られる。
【００２８】
本発明の腕装着型無線機は、以上のような構成をとる。
【００２９】
【発明の効果】
以上述べたように本発明の腕装着型無線機は、局部阪神回路部の共振素子として表面弾性
波素子を使用し、直接変換方式を採用しているため、スーパーヘテロダイン受信機などと
比較して、中間周波数に落ち込む妨害を大幅に減少させることができる。また、中間周波
数に落ち込む妨害として、一部残る妨害は、局部発振回路からの不要逓倍出力に一致した
ものとなるが、帰還増幅手段を周波数が高くなると利得が低下する領域で使用するととも
に、アンテナ素子の長さは、無線送受信回路部の容量成分と共働して、受信周波数の成分
を選択的に通過させるのに十分な共振カーブ特性を有すべく設定されているので、スプリ
アス妨害の影響を低減することができる。
従って、耐妨害特性を向上させるために、ＲＦフィルタやインダクタなどの大型部品を用
いる必要が無いので、無線機本体を飛躍的に小型化することができるとともに、インダク
タを用いる必要がないので異常発振が発生せず、ＳＡＷ共振子による発振が最初からなさ
れて、選択性が良く保たれる。
また、無線送受信回路部及び波形整形回路への電源供給を制御する電源制御回路と、信号
受信している時間に限り前記無線送受信回路部及び前記波形整形回路へ電源制御回路に電
源を供給させる制御部と、を備えているので、電力消費量を低減できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の腕装着型無線機の局部発振回路部を示す回路図である。
【図２】従来の水晶振動子を用いた局部発振回路図である。
【図３】本発明の局部発振回路のスプリアス妨害発生図である。
【図４】従来の局部発振回路のスプリアス妨害発生図である。
【図５】本発明の腕装着型無線機のＲＦ回路部ブロック図である。
【図６】本発明の腕装着型無線機の外観図を示す。
【図７】本発明の腕装着型無線機の回路ブロック図である。
【符号の説明】
１　　　　　　表面弾性波素子
２　　　　　　可変コンデンサ
３　　　　　　トランジスタ
４、５、７　　コンデンサ
６、８、９　　抵抗
１０　　　　　インダクタ
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１１　　　　　コンデンサ
１２　　　　　結合コンデンサ
１３、１４　　端子
１５　　　　　グランド
１６　　　　　混合回路
２０　　　　　水晶振動子
２１、２２　　インダクタ
２３　　　　　コンデンサ
２４　　　　　端子
２５、２６　　共振回路
３０　　　　　バンドパスフィルタ特性
３１　　　　　基本発振出力
３２　　　　　２次逓倍出力
３３　　　　　妨害レベル
４１　　　　　３次逓倍出力
４２　　　　　不要逓倍出力
４３　　　　　スプリアス妨害レベル
５０　　　　　アンテナ
５１　　　　　高周波増幅回路
５２　　　　　混合回路
５３　　　　　局部発振回路
５４　　　　　中間周波フィルタ
５５　　　　　端子
６１　　　　　尾錠金具
６２　　　　　位置決め棒
６３　　　　　穴部
６４ａ，ｂ　　バンド
６５　　　　　バンド留め
６６　　　　　本体
６７　　　　　表示部
６８　　　　　ボタンスイッチ
１０１　　　　　アンテナ
１０２　　　　　送受信無線部
１０３　　　　　波形整形回路
１０４　　　　　電源制御回路
１０５　　　　　制御部
１０６　　　　　Ｐ－ＲＯＭ
１０７　　　　　警報駆動回路
１０８　　　　　警報装置
１０９　　　　　ＲＡＭ
１１０　　　　　駆動回路
１１１　　　　　発振回路
１１２　　　　　ＬＣＤ
１１３　　　　　外部操作部
１１４　　　　　メッセージ処理部
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】
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